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中東情勢緊迫化が株式市場の重しに

2024年4月22日号

情報提供資料

 19日、イスラエルによるイラン攻撃報道で市場は動揺

 イスラエルとイランの対立先鋭化への警戒感拭えず

 景気安定とインフレ収束傾向が続くかが株価安定の鍵に

【図1】昨年終盤からじり高基調の原油価格、

今年4月から上値を重くする米国株式

【図2】インフレ収束がもたらした消費者心理改善、

原油高などを通じたインフレ再燃リスクに注意

■ イスラエルとイランの報復の連鎖に要警戒

4月19日、日本株が急落するなど市場に緊張が走りま

した。同日、イスラエルがイランを攻撃との報道を受

け、中東情勢緊迫化が懸念されたことが挙げられます。

昨年10月に始まったイスラエルのガザ地区侵攻は、同

国に反発するイエメンのフーシ派やレバノンのヒズボラ

などイスラム武装組織との局地的な衝突のみならず、そ

れらの後ろ盾と噂される大国イランを巻き込んだ動きに

発展しており（4月1日にイスラエルが在シリアのイラン

大使館を攻撃、13日にイランが報復のミサイル攻撃）、

影響が周辺地域に広がりつつある点は要注意です。

出所）LSEGより当社経済調査室作成

米国株式と原油価格

出所）OECD（経済協力開発機構）より当社経済調査室作成

注）直近値は2024年4月19日。

注）G7は先進7カ国。消費者信頼感指数は100が心理改善･悪化の境目。
対象国のインフレ目標はいずれも2%。
直近値は消費者物価総合が2024年2月、消費者信頼感指数が2024年3月。

G7 消費者物価と消費者心理

■ 原油価格を巡る不透明感は当面残存か

当面は中東情勢の不安定化がもたらす影響に要注意で

す。足元の原油高はもちろん（図1）、イランが同国近隣

の海上輸送の要衝であるペルシャ湾ホルムズ海峡を封鎖

するリスクも噂されています。ただし、イランは昨年3月

にサウジアラビアと国交を回復、アラブ諸国との関係改

善に動くなか、自ら各国経済に悪影響を及ぼすサプライ

チェーン混乱の引き金を引く可能性は低いとみます。

とはいえ、イスラエルのガザ侵攻が続き、イランとの

対立が先鋭化すれば、域内の報復連鎖の懸念は残るで

しょう。他方、3月にウクライナがロシア国内の製油所を

攻撃する場面もありましたが、産油国または周辺での戦

火拡大は、原油価格高止まりを招くリスクがあります。

■ 適温経済持続シナリオが保たれるかが焦点

今年序盤の株式市場は、米利下げ期待後退に伴う金利

上昇に押されつつも堅調地合いを保ってきました。背景

には、景気面での米国堅調、中国･欧州回復を受け、世界

経済軟着陸の見方が揺らいでいない点が挙げられます。

米利下げ観測や地域紛争を巡る不透明感が渦巻くな

か、高めのインフレや金利を、強い景気の裏返しと冷静

に見られるかが株価安定の鍵といえます。スタグフレー

ション（景気悪化･インフレ加速）的な動きが強まらない

かを含め、今後の経済指標から、底堅い景気とインフレ

収束傾向が確認できるかが焦点です（図2）。（瀧澤）
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